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「共済事業向けの総合的な監督指針」（平成 18年３月 31 日付け 17 経営第 7481 号経営局長通知） 

 

共済規程の設定又は変更の承認を行う場合には、次に掲げる要件（変更の承認にあっては、１及び２を除く。）に適合する

か慎重に審査するものとする。 

１ 当該組合が共済事業を健全かつ効率的に遂行するに足りる財産的基礎を有し、かつ、収支の見込みが良好であること 

２ 当該組合が、その人的構成等に照らして、共済事業を的確、公正かつ効率的に遂行することができる知識及び経験を有

し、かつ、十分な社会的信用を有する者であること 

３ 規則第11条に規定する記載事項が共済規程に記載されていること 

４ 共済規程に記載された事項のうち事業の実施方法、共済契約又は共済掛金に係るものが次に掲げる基準に適合するもの

であること 

（１）共済契約の内容が、共済契約者等の保護に欠けるおそれのないものであること 

（２）共済契約の内容に関し、特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと 

（３）共済契約の内容が、公の秩序又は善良の風俗を害する行為を助長し、又は誘発するおそれのないものであること 

（４）共済契約者等の権利義務その他共済契約の内容が、共済契約者等にとって明確かつ平易に定められたものであるこ 

  と 

（５）共済掛金及び責任準備金の額の算出方法が、合理的かつ妥当なものであり、また特定の者に対して不当な差別的取

扱いをするものでないこと 

５ 決定手続は、農協法第 44 条及び第 45 条等に照らし適法に行われていること 

 

※佐賀県農業協同組合法施行規則第８条第２項に明記 
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